
JP 5953694 B2 2016.7.20

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表面層を厚さ０．１μｍ以上研削除去された冷延鋼板上にＮｉプレめっきされた冷延鋼
板の表面に溶融亜鉛めっき層を有する溶融亜鉛めっき鋼板であって、
　質量％で、
　Ｃ：０．１０～０．４０％、
　Ｓｉ：０．０１～３．０％、
　Ｍｎ：１．７～３．０％、
　Ｐ：０．０４％以下、
　Ｓ：０．０１％以下、
　Ａｌ：０．００５～２．０％、
　Ｎ：０．００１～０．０１%、
を含有し、Ｓｉ及びＡｌの含有量が、
　Ｓｉ＋Ａｌ＞０．５％
を満足し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなり、
ミクロ組織が、体積分率で主相としてフェライトを４０％以上、下記に規定する３種類の
マルテンサイト［１］［２］［３］とベイナイト、及び残留オーステナイトを０．１％以
上８％未満含有し、且つ、前記３種類のマルテンサイト［１］［２］［３］がそれぞれ、
体積分率で
　マルテンサイト［１］：１～５０％、
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　マルテンサイト［２］：１～３０％、
　マルテンサイト［３］：１～１０％、
である鋼板の表面に、Ｆｅを７質量％未満含有し、残部がＺｎ、Ａｌおよび不可避的不純
物からなる溶融亜鉛めっき層を有し、
　引張強度ＴＳ（MPa）、全伸び率ＥＬ（%）、穴拡げ率λ（%）としてＴＳ×ＥＬが18000
MPa・%以上、ＴＳ×λが36000MPa・%以上であり、引張強度980MPa以上有することを特徴
とするめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
　マルテンサイト［１］：C濃度（CM1）が0.8質量％未満で、硬さHv1が、
　Hv1／（-982.1×CM12＋1676×CM1＋189）≦0.60
　マルテンサイト［２］:C濃度（CM2）が0.8質量％以上で、硬さHv2が、
　Hv2／（-982.1×CM22＋1676×CM2＋189）≦0.60
　マルテンサイト［３］:C濃度（CM3）が0.8質量％以上で、硬さHv3が、
　Hv3／（-982.1×CM32＋1676×CM3＋189）≧0.80
【請求項２】
　表面層を厚さ０．１μｍ以上研削除去された冷延鋼板上にＮｉプレめっきされた冷延鋼
板の表面に合金化溶融亜鉛めっき層を有する溶融亜鉛めっき鋼板であって、
　質量％で、
　Ｃ：０．１０～０．４０％、
　Ｓｉ：０．０１～３．０％、
　Ｍｎ：１．７～３．０％、
　Ｐ：０．０４％以下、
　Ｓ：０．０１％以下、
　Ａｌ：０．００５～２．０％、
　Ｎ：０．００１～０．０１%、
を含有し、Ｓｉ及びＡｌの含有量が、
　Ｓｉ＋Ａｌ＞０．５％
を満足し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなり、
ミクロ組織が、体積分率で主相としてフェライトを４０％以上、下記に規定する３種類の
マルテンサイト［１］［２］［３］とベイナイト、及び残留オーステナイトを０．１％以
上８％未満含有し、且つ、前記３種類のマルテンサイト［１］［２］［３］がそれぞれ、
体積分率で
　マルテンサイト［１］：１～５０％、
　マルテンサイト［２］：１～３０％、
　マルテンサイト［３］：１～１０％、
である鋼板の表面に、Ｆｅを７～１５質量％含有し、残部がＺｎ、Ａｌおよび不可避的不
純物からなる合金化溶融亜鉛めっき層を有し、
　引張強度ＴＳ（MPa）、全伸び率ＥＬ（%）、穴拡げ率λ（%）としてＴＳ×ＥＬが18000
MPa・%以上、ＴＳ×λが36000MPa・%以上であり、引張強度980MPa以上有することを特徴
とするめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
　マルテンサイト［１］：C濃度（CM1）が0.8質量％未満で、硬さHv1が、
　Hv1／（-982.1×CM12＋1676×CM1＋189）≦0.60
　マルテンサイト［２］:C濃度（CM2）が0.8質量％以上で、硬さHv2が、
　Hv2／（-982.1×CM22＋1676×CM2＋189）≦0.60
　マルテンサイト［３］:C濃度（CM3）が0.8質量％以上で、硬さHv3が、
　Hv3／（-982.1×CM32＋1676×CM3＋189）≧0.80
【請求項３】
　更に、質量％で、
　Ｔｉ：０．００５～０．３％、
　Ｎｂ：０．００５～０．３％、
　Ｖ　：０．０１～０．５％
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の１種又は２種以上を含有することを特徴とする請求項１または２に記載の引張強度980M
Pa以上有するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
【請求項４】
　更に、質量％で、
　Ｃｒ：３．０％以下、
　Ｍｏ：３．０％以下、
　Ｎｉ：５．０％以下、
　Ｃｕ：３．０％以下
の１種又は２種以上を含有することを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の引
張強度980MPa以上有するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
【請求項５】
　更に、質量％で、
　Ｂ：０．０１％以下
を含有することを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の引張強度980MPa以上有
するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
【請求項６】
　更に、質量％で、
　Ｃａ：０．０１％以下、
　Ｍｇ：０．０１％以下、
　Ｚｒ：０．０５％以下、
　ＲＥＭ：０．０５％以下
の１種または２種以上を含有することを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の
引張強度980MPa以上有するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
【請求項７】
　請求項１、３～６のいずれか１項に記載の溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法であって、
　鋳造スラブを直接または一旦冷却した後１１００℃以上に加熱し、Ar3変態点以上で熱
間圧延を完了し、６３０℃以下の温度域にて巻き取り、酸洗、圧下率４０～７０％の冷延
を施し、７３０～８００℃にて焼鈍し、６５０～７５０℃の温度まで０．１～５℃／秒で
一次冷却し、その温度から４５０℃以下まで２０℃／秒以上で冷却して、３５０～４５０
℃の範囲で１２０秒以上保持し、５０℃以下まで冷却した後、鋼板の表面層を０．１μｍ
以上研削除去し、Ｎｉをプレめっきし、２０℃／秒以上の昇温速度で４３０～４８０℃ま
で加熱後、溶融亜鉛めっきすることを特徴とする引張強度980MPa以上有するめっき密着性
と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法。
【請求項８】
　請求項２～６のいずれか１項に記載の溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法であって、
　鋳造スラブを直接または一旦冷却した後１１００℃以上に加熱し、Ar3変態点以上で熱
間圧延を完了し、６３０℃以下の温度域にて巻き取り、酸洗、圧下率４０～７０％の冷延
を施し、７３０～８００℃にて焼鈍し、６５０～７５０℃の温度まで０．１～５℃／秒で
一次冷却し、その温度から４５０℃以下まで２０℃／秒以上で冷却して、３５０～４５０
℃の範囲で１２０秒以上保持し、５０℃以下まで冷却した後、鋼板の表面層を０．１μｍ
以上研削除去し、Ｎｉをプレめっきし、２０℃／秒以上の昇温速度で４３０～４８０℃ま
で加熱後、溶融亜鉛めっきし、４７０～５６０℃で１０～４０秒の合金化処理を行うこと
を特徴とする引張強度980MPa以上有するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛め
っき鋼板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車部品などに用いられるめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛
めっき鋼板とその製造方法に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　近年、環境問題への対応のため炭酸ガス排出低減や燃費低減を目的に自動車の軽量化が
望まれている。また、衝突安全性向上に対する要求はますます高くなっている。自動車の
軽量化や衝突安全性向上のためには鋼材の高強度化が有効な手段である。ところが、通常
は鋼材を高強度化すると加工性が劣化するため、高強度と加工性を両立する鋼板が必要と
されている。
【０００３】
　高延性を有する高強度鋼板として、フェライトとマルテンサイトの２相組織からなるＤ
ｕａl　Ｐｈａｓｅ鋼（以下ＤＰ鋼と称す）が開発されており、固溶強化鋼板や析出強化
鋼板よりも強度－延性バランスが優れていることに加え、引張強度（ＴＳ）に対する降伏
応力（ＹＰ）の割合を示す降伏比（＝ＹＰ/ＴＳ）が低くプレス成形後の形状凍結性に優
れるため、使用量が増加してきている。
【０００４】
　また、自動車用高強度鋼板は適用される部品によっては耐食性が必要とされ、そのよう
な場合には溶融亜鉛めっき鋼板が適用されている。また、溶融亜鉛めっきを行った後に合
金化処理をした（合金化）溶融亜鉛めっき鋼板も適用されている。
【０００５】
　溶融亜鉛めっき鋼板は、通常、ゼンジマー法で製造されるが、焼鈍設備とめっき設備が
連続化されており、めっき性を確保するために焼鈍温度からの冷却速度に制約があるため
、冷却後にマルテンサイトを確保するためにはＣｒやＭｏなどの合金元素を多量に添加す
る必要があり、コストが高くなるという問題があった。また、上記ＤＰ鋼においては、延
性向上のためにＳｉが添加されるが、Ｓｉ含有量が高いとＳｉが鋼板表面に濃縮し酸化す
るため、溶融亜鉛めっき時に不めっきが発生し易いという問題があった。
【０００６】
　一方、特許文献１及び２において、Ｓｉ添加高強度鋼板につき、Ｎｉプレめっき後、４
３０～５００℃まで急速加熱し、亜鉛めっき後に４７０～５５０℃に加熱して合金化処理
を行うという合金化溶融亜鉛めっき高強度鋼板の製造方法が記載されている。この方法の
場合、原板としてすでに材質を造り込んでいる冷延－焼鈍プロセスで製造した冷延鋼板を
使用することが可能であり、最高到達温度が５５０℃程度であることから、原板の加工性
をあまり損なわずに合金化溶融亜鉛めっき鋼板を製造することができると考えられる。ま
た、Ｎｉプレめっきなどの処理により、Ｓｉ含有量が高くても不めっきが生じにくい。
【０００７】
　特許文献３にはこのＮiプレめっきの技術を活用して低降伏比型合金化溶融亜鉛めっき
鋼板を作製する技術が提案されている。これは、鋼成分、焼鈍条件、合金化溶融亜鉛めっ
き条件などを制御して、通常の冷延－焼鈍プロセスで製造したＤＰ鋼の冷延鋼板と同等の
低降伏比と延性を有する低降伏比型合金化溶融亜鉛めっき鋼板を提供しようとするもので
ある。
【０００８】
　しかしながら、このようなプロセスで製造した溶融亜鉛めっき鋼板は、延性には優れて
いるものの、穴拡げ性が低いという問題があった。穴拡げ性に優れた鋼板としては、特許
文献４に提案されているように、鋼組織をベイナイト単相または析出強化したフェライト
単相の組織とすることで組織の均質化を図り、優れた穴拡げ性を有する鋼板が提案されて
いる。しかしこれらの穴拡げ性に優れた鋼板は軟質のフェライト組織を含まないために、
延性が低いことに加え、降伏比も高くなるため、張り出し成形性や形状凍結性は劣る。従
って、これらの技術を使ってＮｉプレめっき法による溶融亜鉛めっき鋼板の穴拡げ性を改
善することは困難である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特許第２５２６３２０号公報
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【特許文献２】特許第２５２６３２２号公報
【特許文献３】特開２０１０－１５３１号公報
【特許文献４】特開２００２-３２２５４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、上述したような問題点を解決しようとするものであって、焼鈍済みの冷延鋼
板を原板としてNiプレめっき法による溶融亜鉛めっき鋼板を製造するに当たり、めっき密
着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板とその製造方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、Ｃ、Ｓｉ、Ｍｎ量を変えた種々の鋼について、実験室で溶解、熱延、冷
延、焼鈍、合金化溶融亜鉛めっきを行い、所用の強度、延性、穴拡げ性、めっき性を得る
ための方法を種々検討した。その結果、成分を特定したうえで、冷延－焼鈍後に表面層を
０．１μｍ以上研削を行った後にＮｉプレめっきすること、合金化処理温度を５６０℃以
下に低温化すること、この手法の温度工程を活用して３種類のマルテンサイトの量を制御
すること、により延性やめっき性を劣化させることなく穴拡げ性を向上させることができ
、めっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板を製造することができること
を見出した。本発明の要旨は、以下のとおりである。
（１）
　表面層を厚さ０．１μｍ以上研削除去された冷延鋼板上にＮｉプレめっきされた冷延鋼
板の表面に溶融亜鉛めっき層を有する溶融亜鉛めっき鋼板であって、
　質量％で、
　Ｃ：０．１０～０．４０％、
　Ｓｉ：０．０１～３．０％、
　Ｍｎ：１．７～３．０％、
　Ｐ：０．０４％以下、
　Ｓ：０．０１％以下、
　Ａｌ：０．００５～２．０％、
　Ｎ：０．００１～０．０１%、
を含有し、Ｓｉ及びＡｌの含有量が、
　Ｓｉ＋Ａｌ＞０．５％
を満足し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなり、
ミクロ組織が、体積分率で主相としてフェライトを４０％以上、下記に規定する３種類の
マルテンサイト［１］［２］［３］とベイナイト、及び残留オーステナイトを０．１％以
上８％未満含有し、且つ、前記３種類のマルテンサイト［１］［２］［３］がそれぞれ、
体積分率で
　マルテンサイト［１］：１～５０％、
　マルテンサイト［２］：１～３０％、
　マルテンサイト［３］：１～１０％、
である鋼板の表面に、Ｆｅを７質量％未満含有し、残部がＺｎ、Ａｌおよび不可避的不純
物からなる溶融亜鉛めっき層を有し、
　引張強度ＴＳ（MPa）、全伸び率ＥＬ（%）、穴拡げ率λ（%）としてＴＳ×ＥＬが18000
MPa・%以上、ＴＳ×λが36000MPa・%以上であり、引張強度980MPa以上有することを特徴
とするめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
　マルテンサイト［１］：C濃度（CM1）が0.8質量％未満で、硬さHv1が、
　Hv1／（-982.1×CM12＋1676×CM1＋189）≦0.60
　マルテンサイト［２］:C濃度（CM2）が0.8質量％以上で、硬さHv2が、
　Hv2／（-982.1×CM22＋1676×CM2＋189）≦0.60
　マルテンサイト［３］:C濃度（CM3）が0.8質量％以上で、硬さHv3が、
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　Hv3／（-982.1×CM32＋1676×CM3＋189）≧0.80
（２）
　表面層を厚さ０．１μｍ以上研削除去された冷延鋼板上にＮｉプレめっきされた冷延鋼
板の表面に合金化溶融亜鉛めっき層を有する溶融亜鉛めっき鋼板であって、
　質量％で、
　Ｃ：０．１０～０．４０％、
　Ｓｉ：０．０１～３．０％、
　Ｍｎ：１．７～３．０％、
　Ｐ：０．０４％以下、
　Ｓ：０．０１％以下、
　Ａｌ：０．００５～２．０％、
　Ｎ：０．００１～０．０１%、
を含有し、Ｓｉ及びＡｌの含有量が、
　Ｓｉ＋Ａｌ＞０．５％
を満足し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなり、
ミクロ組織が、体積分率で主相としてフェライトを４０％以上、下記に規定する３種類の
マルテンサイト［１］［２］［３］とベイナイト、及び残留オーステナイトを０．１％以
上８％未満含有し、且つ、前記３種類のマルテンサイト［１］［２］［３］がそれぞれ、
体積分率で
　マルテンサイト［１］：１～５０％、
　マルテンサイト［２］：１～３０％、
　マルテンサイト［３］：１～１０％、
である鋼板の表面に、Ｆｅを７～１５質量％含有し、残部がＺｎ、Ａｌおよび不可避的不
純物からなる合金化溶融亜鉛めっき層を有し、
　引張強度ＴＳ（MPa）、全伸び率ＥＬ（%）、穴拡げ率λ（%）としてＴＳ×ＥＬが18000
MPa・%以上、ＴＳ×λが36000MPa・%以上であり、引張強度980MPa以上有することを特徴
とするめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
　マルテンサイト［１］：C濃度（CM1）が0.8質量％未満で、硬さHv1が、
　Hv1／（-982.1×CM12＋1676×CM1＋189）≦0.60
　マルテンサイト［２］:C濃度（CM2）が0.8質量％以上で、硬さHv2が、
　Hv2／（-982.1×CM22＋1676×CM2＋189）≦0.60
　マルテンサイト［３］:C濃度（CM3）が0.8質量％以上で、硬さHv3が、
　Hv3／（-982.1×CM32＋1676×CM3＋189）≧0.80
（３）
　更に、質量％で、
　Ｔｉ：０．００５～０．３％、
　Ｎｂ：０．００５～０．３％、
　Ｖ　：０．０１～０．５％
の１種又は２種以上を含有することを特徴とする上記（１）または（２）に記載の引張強
度980MPa以上有するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
（４）
　更に、質量％で、
　Ｃｒ：３．０％以下、
　Ｍｏ：３．０％以下、
　Ｎｉ：５．０％以下、
　Ｃｕ：３．０％以下
の１種又は２種以上を含有することを特徴とする上記（１）～（３）のいずれかに記載の
引張強度980MPa以上有するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
（５）
　更に、質量％で、



(7) JP 5953694 B2 2016.7.20

10

20

30

40

50

　Ｂ：０．０１％以下
を含有することを特徴とする上記（１）～（４）のいずれかに記載の引張強度980MPa以上
有するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
（６）
　さらに、質量％で、
　Ｃａ：０．０１％以下、
　Ｍｇ：０．０１％以下、
　Ｚｒ：０．０５％以下、
　ＲＥＭ：０．０５％以下
の１種または２種以上を含有することを特徴とする上記（１）～（５）のいずれかに記載
の引張強度980MPa以上有するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板。
（７）
　上記（１）、（３）～（６）のいずれかに記載の溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法であっ
て、鋳造スラブを直接または一旦冷却した後１１００℃以上に加熱し、Ar3変態点以上で
熱間圧延を完了し、６３０℃以下の温度域にて巻き取り、酸洗、圧下率４０～７０％の冷
延を施し、７３０～８００℃にて焼鈍し、６５０～７５０℃の温度まで０．１～５℃／秒
で一次冷却し、その温度から４５０℃以下まで２０℃／秒以上で冷却して、３５０～４５
０℃の範囲で１２０秒以上保持し、５０℃以下まで冷却した後、鋼板の表面層を０．１μ
ｍ以上研削除去し、Ｎｉをプレめっきし、２０℃／秒以上の昇温速度で４３０～４８０℃
まで加熱後、溶融亜鉛めっきすることを特徴とする引張強度980MPa以上有するめっき密着
性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法。
（８）
　上記（２）～（６）のいずれかに記載の溶融亜鉛めっき鋼板の製造方法であって、鋳造
スラブを直接または一旦冷却した後１１００℃以上に加熱し、Ar3変態点以上で熱間圧延
を完了し、６３０℃以下の温度域にて巻き取り、酸洗、圧下率４０～７０％の冷延を施し
、７３０～８００℃にて焼鈍し、６５０～７５０℃の温度まで０．１～５℃／秒で一次冷
却し、その温度から４５０℃以下まで２０℃／秒以上で冷却して、３５０～４５０℃の範
囲で１２０秒以上保持し、５０℃以下まで冷却した後、鋼板の表面層を０．１μｍ以上研
削除去し、Ｎｉをプレめっきし、２０℃／秒以上の昇温速度で４３０～４８０℃まで加熱
後、溶融亜鉛めっきし、４７０～５６０℃で１０～４０秒の合金化処理を行うことを特徴
とする引張強度980MPa以上有するめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼
板の製造方法。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、めっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板を得ること
ができ、産業上の貢献が極めて顕著である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　まず、本発明におけるめっき密着性と成形性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼板の成分
限定理由について説明する。なお、以下、組成における質量％は単に％と記す。
【００１４】
　Ｃ：Ｃは鋼の強度を増加させる元素として添加されるものである。０．１０％未満では
９８０ＭＰａ以上の引張強度の確保が困難であり、０．４０％を超える過剰の添加は延性
、溶接性、靭性などを著しく劣化させる。従って、Ｃ含有量は０．１０～０．４０％とし
た。より好ましい範囲は、０．１０～０．３０％である。
【００１５】
　Ｓｉ：Ｓｉは固溶強化により鋼板の強度を増大させるのに有用な元素である。また、Ｓ
ｉはセメンタイトの生成を抑制するため、ベイナイト変態時にオーステナイト中へのＣの
濃化を促進させる効果をもち、焼鈍後に残留オーステナイトを生成させるのに必須の元素
である。０．０１％未満ではそれらの効果が発現されず、３．０％を超える過剰の添加は



(8) JP 5953694 B2 2016.7.20

10

20

30

40

50

熱間圧延で生じるスケールの剥離性や化成処理性を著しく劣化させるため、Ｓｉ含有量は
０．０１～３．０％とした。
【００１６】
　Ｍｎ：Ｍｎは焼入れ性を高めるために有効な元素である。１．７％未満では焼入れ性を
高める効果が十分には発現されず、３．０％を超える過剰の添加は靭性を劣化させる。従
って、Ｍｎ含有量は１．７～３．０％とした。
【００１７】
　Ｐ：Ｐは、粒界に偏析して粒界強度を低下させ、靱性を劣化させる不純物元素であり、
低減させることが望ましい。Ｐの含有量の上限は、現状の精錬技術と製造コストを考慮し
、０．０４％に制限した。
【００１８】
　Ｓ：Ｓは、熱間加工性及び靭性を劣化させる不純物元素であり、低減させることが望ま
しい。Ｓの含有量の上限は、現状の精錬技術と製造コストを考慮し、０．０１％に制限し
た。
【００１９】
　Ａｌ：Ａｌは脱酸剤として、またＡｌＮを形成し結晶粒粗大化を抑制する効果がある。
また、Ｓｉと同様にフェライト安定化元素であり、Ｓｉの代替として使用することもでき
る。０．００５％未満ではそれらの効果が発現されず、２．０％を超えて過剰添加すると
靭性が劣化するため、Ａｌの含有量を０．００５～２．０％とした。
【００２０】
　Ｎ：Ｎは窒化物を形成し結晶粒粗大化を抑制する効果があるが、０．００１％未満では
その効果が発現されず、０．０１％を超えて添加すると靭性が劣化するため、Ｎ含有量を
０．００１～０．０１％とした。
【００２１】
　Ｓｉ＋Ａｌ：ＳｉとＡｌはフェライト安定化とセメンタイト抑制という同じ働きをする
元素である。したがって、ＳｉとＡｌの合計添加量が重要となってくる。この合計添加量
が、０．５％以下であると、フェライト安定化とセメンタイト抑制の働きが弱くなるため
、０．５％より多く添加することとした。過剰の添加は効果が飽和するばかりでなく、ス
ケール形成により、表面性状を著しく劣化させること、めっきの濡れ性を著しく損なうこ
とから、上限は３%以下が望ましい。
【００２２】
　以上が本発明の基本成分であり、通常、上記以外はＦｅ及び不可避的不純物からなるが
、所望の強度レベルやその他の必要特性に応じて、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｔｉ、Ｎｂ
、Ｖ、Ｂ、Ｃａ、Ｍｇ、Ｚｒ、ＲＥＭの１種又は２種以上を添加しても良い。
【００２３】
　Ｔｉ：ＴｉはＴｉＮを形成する元素であり、結晶粒の粗大化の抑制に有効である。靭性
を高めるには、０．００５％以上のＴｉを添加することが好ましい。しかし、Ｔｉを過剰
に添加するとＴｉＮが粗大化し、靭性が劣化することがある。したがって、Ｔｉの含有量
を０．３％以下にすることが好ましい。
【００２４】
　Ｎｂ：Ｎｂは微細な炭窒化物を形成する元素であり、結晶粒の粗大化の抑制に有効であ
る。靭性を高めるには、０．００５％以上のＮｂを添加することが好ましい。しかし、Ｎ
ｂを過剰に添加すると析出物が粗大になり、靭性が劣化することがある。したがって、Ｎ
ｂの含有量を０．３％以下にすることが好ましい。
【００２５】
　Ｖ：Ｖは、Ｎｂと同様、微細な炭窒化物を形成する元素である。結晶粒の粗大化を抑制
し、靭性を高めるには、０．０１％以上のＶを添加することが好ましい。Ｖ含有量が０．
５％を超えると、靭性が劣化することがあるため、Ｖ量の上限は０．５％以下が好ましい
。
【００２６】
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　Ｃｒ、Ｍｏ、Ｎｉ、Ｃｕ：Ｃｒ、Ｍｏ、Ｎｉ、Ｃｕは、延性及び靭性を向上させる有効
な元素である。しかし、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｃｕの含有量は、それぞれ、３．０％、Ｎｉの含有
量は５．０％を超えると、強度の上昇によって、靭性を損なうことがある。したがって、
Ｃｒ量の上限は３．０％以下、Ｍｏ量の上限は３．０％以下、Ｎｉ量の上限は５．０％以
下、Ｃｕ量の上限は３．０％以下が好ましい。また、延性及び靭性を向上させるには、Ｃ
ｒ量は０．０５以上、Ｍｏ量は０．０５％以上、Ｎｉ量は０．０５％以上、Ｃｕ量は０．
１０％以上が好ましい。
【００２７】
　Ｂ：Ｂは粒界に偏析し、Ｐ及びＳの粒界偏析を抑制する元素である。また、焼き入れ性
を高めるのに有効な元素でもある。しかし、Ｂ量が０．０１％を超えると、粒界に粗大な
析出物を生じて、熱間加工性や靭性を損なうことがある。したがって、Ｂの含有量を０．
０１％以下とする。なお、粒界の強化によって、延性、靭性及び熱間加工性を向上させた
り、焼き入れ性を向上させるためには、０．０００３％以上のＢの添加が好ましい。
【００２８】
　Ｃａ、Ｍｇ、Ｚｒ、ＲＥＭ：Ｃａ、Ｍｇ、Ｚｒ、ＲＥＭは、硫化物の形態を制御し、Ｓ
による熱間加工性や靭性の劣化の抑制に有効な元素である。しかし、過剰に添加しても効
果が飽和するため、Ｃａは０．０１％以下、Ｍｇは０．０１％以下、Ｚｒは０．０５％以
下、ＲＥＭは０．０５％以下を添加することが好ましい。靭性を向上させるには、Ｃａは
０．００１０％以上、Ｍｇは０．０００５％以上、Ｚｒは０．００１０％以上、ＲＥＭは
０．００１０％以上を添加することが好ましい。
【００２９】
　次に製造条件の限定理由について述べる。
　本発明においては、上記の成分からなる鋼を常法で溶製し、鋳造する。得られた鋼片を
熱間圧延する。更に、酸洗、冷間圧延及び焼鈍を施した後、Niプレめっきを行い、その後
、亜鉛めっきまたは、亜鉛めっき後、合金化処理を行う。
【００３０】
　熱間圧延においては鋳造スラブを直接または一旦冷却した後１１００℃以上に加熱し、
Ar3変態点以上で熱間圧延する。加熱温度が１１００℃未満では材料の均質化が不十分と
なることから、加熱温度の下限は１１００℃とした。仕上げ圧延温度はオーステナイト＋
フェライトの２相域になると鋼板内の不均一性が大きくなり、焼鈍後の成形性が劣化する
ので仕上げ圧延温度はAr3変態点以上とした。
【００３１】
　熱間圧延における巻取り温度は６３０℃を超えると、熱延板組織が粗大なフェライト・
パーライト組織となり、冷間圧延、焼鈍、亜鉛めっき及び合金化処理後の最終的な鋼板の
組織が不均一な組織となり、良好な穴拡げ性が得られないので、巻取り温度の上限は６３
０℃にした。より好ましくは、巻取り温度を５２０℃以下とし、ベイナイト単相とすると
よい。巻取り温度の下限は特に規定するものではないが、３００℃未満であると熱延板の
強度が高くなり冷間圧延に支障をきたす場合があるので、３００℃以上であることが望ま
しい。
【００３２】
　冷間圧延は、焼鈍後のミクロ組織を微細化するため、圧下率を４０％以上とする。一方
、冷間圧延の圧下率は、７０％を超えると、加工硬化によって負荷が高くなり、生産性を
損なう。したがって、冷間圧延の圧下率は、４０～７０％とする。
【００３３】
　冷間圧延後、焼鈍を施す。本発明では、鋼板のミクロ組織を制御するために、焼鈍の加
熱温度及び冷却条件が極めて重要である。
【００３４】
　冷間圧延後の焼鈍温度は、熱延時に生成したセメンタイトを十分に溶解し、Ｃが十分に
濃化したオーステナイトを確保するために、７３０～８００℃の範囲にした。焼鈍温度が
７３０℃未満であるとＡＣ１変態点に近いため必要なオーステナイト量が得られない。焼
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鈍温度が８００℃を超えるとオーステナイト分率が高くなりすぎ、オーステナイトへのＣ
の濃化が不十分となる。
【００３５】
　焼鈍後は、６５０～７５０℃の温度まで０．１～５℃/秒で一次冷却する。６５０℃未
満または０．１℃／秒未満では、フェライト分率が高くなりすぎ、強度確保が難しいほか
、穴拡げ性の劣化も起こる。一方で、７５０℃超または５℃／秒超ではフェライト分率が
少なすぎ、延性の劣化の原因となる。
【００３６】
　この温度から４５０℃以下の温度まで２０℃／秒以上の速度で冷却し、３５０～４５０
℃の範囲で１２０秒以上保持する必要がある。これらの条件のいずれかを逸脱すると、ベ
イナイト変態が十分に進まず、オーステナイト中へのＣの濃化が不十分となり、冷却後に
十分な量の残留オーステナイトを得ることができなくなる。なお、亜鉛めっき及び合金化
処理後に十分な強度を確保するためには焼鈍後に十分な量の残留オーステナイトを確保し
、合金化処理の冷却過程で一部の残留オーステナイトをマルテンサイトに変態させる必要
がある。また、焼鈍時に生成したスケールを除去するために焼鈍後に酸洗を行ってもよい
。また、焼鈍後に形状矯正及び降伏点伸びの消失のために調質圧延を行ってもよい。伸び
率が０．２％未満ではその効果が十分でなく、伸び率が２％を超えると降伏比が大幅に増
大するとともに伸びが劣化する。従って、伸び率を０．２～２％とすることが望ましい。
【００３７】
　焼鈍（冷却)した後、鋼板の表面層を厚さ０．１μｍ以上研削除去し、その後、Ｎｉを
プレめっきする必要がある。鋼板の表面層を０．１μｍ以上研削除去した後にＮｉをプレ
めっきすることにより、亜鉛めっき後の合金化処理時に、合金化が促進され、合金化処理
時の加熱温度を下げることができる。これにより、合金化処理時に残留オーステナイトが
分解してセメンタイトが生成することにより穴拡げ性が劣化するのを防ぐことができる。
合金化が促進されるメカニズムについては明確ではないが、研削により鋼板表層部に導入
される歪の影響により、表面が活性化することが考えられる。鋼板の表面層を研削除去す
る方法としては、ブラシ研磨、サンドペーパー研磨、機械研磨などの方法を用いればよい
。Ｎｉプレめっきの方法は電気めっき、浸漬めっき、スプレーめっきのいずれでもよく、
めっき量は０．２～２ｇ／ｍ２程度が望ましい。鋼板の表面層を研削除去する量が０．１
μｍ未満である場合やＮｉプレめっきを行わない場合には、合金化促進効果が得られず、
合金化温度を高くせざるを得ないため後術するように穴拡げ性の劣化を防ぐことができな
い。より合金化促進効果を得るためには鋼板の表面層を研削除去する量を０．５μｍ以上
とすることが望ましい。
【００３８】
　Ｎｉをプレめっきした後、２０℃／秒以上の加熱速度で４３０～４８０℃まで加熱後、
亜鉛めっき浴中で亜鉛めっきを行い、さらに必要に応じて、４７０～５６０℃で１０～４
０秒の合金化処理を行う。加熱速度が２０℃／秒未満では、鋼板の表面層を研削除去する
ことにより導入された歪が緩和され合金化促進効果が得られなくなる。加熱温度が４３０
℃未満ではめっき時に不めっきを生じやすく、４８０℃を超えると鋼板の表面層を研削除
去することにより導入された歪が緩和され合金化促進効果が得られなくなる。合金化処理
が４７０℃未満では合金化が不十分であり、５６０℃を超えると残留オーステナイトが分
解してセメンタイトが生成することにより穴拡げ性が劣化する。合金化時間については、
合金化温度とのバランスで決まるが、１０～４０秒の範囲が適当である。１０秒未満では
合金化が進みにくく、４０秒を超えると残留オーステナイトが分解してセメンタイトが生
じることにより穴拡げ性が劣化する。
【００３９】
　亜鉛めっき及び合金化処理の後は、最終的な形状矯正及び降伏点伸びの消失のために調
質圧延を行うことが望ましい。伸び率が０．２％未満ではその効果が十分でなく、伸び率
が１％を超えると降伏比が大幅に増大するとともに伸びが劣化する。従って、伸び率を０
．２～１％とすることが望ましい。



(11) JP 5953694 B2 2016.7.20

10

20

30

40

50

【００４０】
　次にめっき層について説明する。
　スポット溶接性や塗装性が望まれる場合には、合金化処理によってこれらの特性を高め
ることができる。具体的には溶融亜鉛めっき浴に浸漬した後、合金化処理を施すことで、
めっき層中にFeが取り込まれ、塗装性やスポット溶接性に優れた高強度溶融亜鉛めっき鋼
板を得ることができる。合金化処理後のＦｅ量が７質量％未満ではスポット溶接性が不十
分となる。一方、Ｆｅ量が１５質量％を超えるとめっき層自体の密着性を損ない、加工の
際めっき層が破壊・脱落し金型に付着することで、成形時の疵の原因となる。したがって
、合金化処理を行う場合のめっき層中Fe量の範囲は７％以上、１５％以下とする。
【００４１】
　また、合金化処理を行わない場合めっき層中のFe量が７質量％未満でも、合金化により
得られるスポット溶接を除く効果である耐食性と成形性や穴拡げ性は良好である。
【００４２】
　めっき付着量については、特に制約は設けないが、耐食性の観点から片面付着量で５g/
m2 以上であることが望ましい。本発明の溶融亜鉛めっき鋼板上に塗装性、溶接性を改善
する目的で上層めっきを施すことや、各種の処理、例えば、クロメート処理、りん酸塩処
理、潤滑性向上処理、溶接性向上処理等を施しても、本発明を逸脱するものではない。
【００４３】
　次に、本発明の鋼板のミクロ組織について説明する。
　本発明の鋼板のミクロ組織は、延性を十分確保するためにフェライト相を主相とした上
で、残組織をベイナイトと以下に定める3種のマルテンサイト［１］［２］［３］および
残留オーステナイトとする。なお、各組織の含有率は体積分率で示す。
【００４４】
　フェライトは母材の延性を確保する上で重要な相であり、良好な延性を確保するために
はフェライト相を４０％以上含むことが必要である。このフェライトは、先の製造方法で
述べたとおり、二相焼鈍もしくは、焼鈍後の一次冷却にて制御を行う。しかし、その分率
が高くなってしまうと、強度が低下してしまうため、７０％未満とすることが望ましい。
このフェライト相は強度を高めるために析出や固溶により強化することも可能である。
　3種のマルテンサイト［１］［２］［３］の分類方法は、硬度とC濃度である。硬度は、
マルテンサイト粒内で3点以上ビッカース硬度を測り、その平均ビッカース硬度Hv1～Hv3
を算出する。本発明において、マルテンサイト粒の濃度とはマルテンサイト粒内にセメン
タイトが存在した場合、これも合わせた濃度を示す。従って、マルテンサイト粒のC濃度C
M1～CM3は、正確に分解濃度が得られる条件で、精度が保証される測定方法であればどの
ような測定方法でも構わないが、例えば、FE-SEM付属のEPMAを用いて、0.5μm以下ピッチ
でC濃度を注意深く測定することによって得ることができる。以上の値を用いて、以下の
ように分類する。
マルテンサイト［１］：C濃度（CM1）が0.8質量%未満で、硬さHv1が、
　Hv1／（-982.1×CM12＋1676×CM1+189）≦0.60　　…式1
マルテンサイト［２］:C濃度（CM2）が0.8質量%以上で、硬さHv2が、
　Hv2／（-982.1×CM22＋1676×CM2+189）≦0.60　　…式2
マルテンサイト［３］:C濃度（CM3）が0.8質量%以上で、硬さHv3が、
　Hv3／（-982.1×CM32＋1676×CM3+189）≧0.80　　…式3
これらのマルテンサイト［１］［２］［３］の区別をするために、マルテンサイト中のC
量とビッカース硬さの関係式を用いている。式1、2、3の左辺の分母は、C濃度を入れた値
がそのC濃度のフレッシュマルテンサイトの硬さを表している。本鋼に含まれているマル
テンサイトはその粒内にセメンタイトの析出や、焼戻しによって、フレッシュマルテンサ
イトの硬さより低くなっている。そこで、分母のフレッシュマルテンサイトであった場合
の硬度と、鋼板中のマルテンサイトの硬度との比を取り分類した。
【００４５】
　３種のマルテンサイト［１］［２］［３］とベイナイトは、強度を確保した上で、穴拡



(12) JP 5953694 B2 2016.7.20

10

20

30

40

50

げ性を確保するために有効であり、同時に残留オーステナイト相の安定性、分率の制御に
有用な役割を担う。引張強度が980MPaを超える高強度鋼板では、これらの組織が有効に作
用するため、その和を３０％以上とすることが望ましい。
【００４６】
　さらに、3種のマルテンサイト［１］［２］［３］において、マルテンサイト［１］は
、C濃度が低くそれほど硬質でないマルテンサイトもしくは焼戻しマルテンサイトである
。この組織は、先に定めた製造方法における、焼鈍後の650℃～750℃から450℃以下まで
の冷却により生成したもので、後の350～450℃の過時効処理および亜鉛めっき浴への浸漬
中、もしくは、合金化中に焼戻された相である。この組織は冷却条件により相分率を容易
に制御でき、適度な強度が保てる上、穴拡げ性の劣化が少ないため有効であるが、この組
織が５０％を超えると延性を劣化させてしまうので、上限を５０％以下とし、高強度材に
おいてこの相の効果を十分に得るためには１％以上あることが望ましい。
【００４７】
　マルテンサイト［２］は、C濃度が高いが、焼戻しによって軟化したマルテンサイトで
ある。この組織は、焼鈍後の350～450℃での保持においてベイナイト変態が進み、C濃化
した残留オーステナイトが、冷却時にマルテンサイトとなり、溶融亜鉛めっき浴への浸漬
中、もしくは、合金化中に焼戻されたマルテンサイトである。マルテンサイト［１］と比
べて、この組織は強度確保に有効であるが、同相の分率を高めるためには残留オーステナ
イトの安定性を損ね、延性を劣化させてしまうので、上限を３０％以下とし、高強度材に
おいてこの相の効果を十分に得るためには１％以上あることが望ましい。
【００４８】
　マルテンサイト［３］は、C濃度が高く、焼戻しがないマルテンサイト、もしくは、焼
戻し量が少ないマルテンサイトである。この組織は、先に定めた製造方法における、溶融
亜鉛めっき浴への浸漬中、もしくは、合金化中に残留オーステナイト中にセメンタイトが
析出し、セメンタイトを除いた残留オーステナイト中のC濃度が低くなり、最終冷却にて
マルテンサイトとなったもの、または、 350～450℃の範囲で120秒以上保持した後の冷却
時に変態したマルテンサイトが溶融亜鉛めっき浴や合金化処理中に若干焼戻されたもので
ある。この組織は、かなり硬く、強度確保には非常に有利であるが、過剰に存在すると穴
拡げ性を劣化させるので、上限を３０％以下とし、特に加工性を重視する場合、１０％以
下が望ましい。高強度材においてこの相の効果を十分に得るためには１％以上あることが
望ましい。より好ましくは３％以上である。
【００４９】
　残留オーステナイトは、変態誘起塑性によって延性、特に一様伸びを高める組織であり
、０．１％以上必要であるが、過剰に存在すると穴拡げ性が劣化するので、上限を８%未
満とした。
【実施例】
【００５０】
　以下、実施例により本発明の効果をさらに具体的に説明する。
　表１に示す組成の鋼を鋳造し、１１００℃以上に再加熱した後、Ar3変態点以上で熱間
圧延を完了し、冷却後、６３０℃以下の温度域で巻取りを行った。その後、圧下率４０～
７０％の範囲で冷間圧延を行い、表２に示す条件で焼鈍を行った。その後、表２に示す条
件で、鋼板表面層の研削、Ｎｉプレめっきを行い、さらに、表２に示す条件で亜鉛めっき
及び合金化処理を行い、調質圧延を０．２％の伸び率で行った。板厚は１．４ｍｍとした
。なお、焼鈍工程の急冷後、所定の温度で保持する工程は本発明ではベイナイト変態を促
進させるための工程であるが、表２中では通例に則して過時効処理と表記している。表２
中の過時効処理温度はこの工程中の平均温度を示す。
【００５１】
　得られた合金化溶融亜鉛めっき鋼板の機械的特性、穴拡げ性、めっき外観、合金化度、
めっき密着性を評価した。機械的特性は引張試験を、ＪＩＳ　Ｚ　２２４１に準拠して行
って評価した。引張試験の応力－歪曲線より、引張強度（ＴＳ）、全伸び（ＥＬ）を求め
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た。穴拡げ性は穴拡げ試験を日本鉄鋼連盟規格ＪＦＳ　Ｔ　１００１に準拠して行い、穴
拡げ率（λ）を測定して評価した。加工性の指標として、ＴＳ×ＥＬとＴＳ×λを求め、
ＴＳ×ＥＬは１８０００ＭＰａ・％以上、ＴＳ×λは３６０００ＭＰａ・％以上を合格と
した。めっき外観は目視観察により不めっきの有無を判定した。合金化Ｆｅ％とは、めっ
き層中のＦｅの質量％を示している。合金化処理を行った合金化溶融亜鉛めっき鋼板では
、７～１５％が合金化がうまく進んだことを示している。合金化処理を行わない溶融亜鉛
めっき鋼板では、７％以下でよい。めっき密着性は、２５ｍｍカップ絞り試験を行い、テ
ープテストによる黒化度を測定し、黒化度３０％未満を合格とした。
【００５２】
　表３に引張強度、全伸び、ＴＳ×ＥＬ、ＴＳ×λ、めっき外観（不めっき有無）、合金
化Ｆｅ％、めっき密着性の評価結果を示す。評価項目については不合格の場合に下線を付
けた。Ｎｏ．１～１０及び２１～３０は本発明例であり、いずれの特性も合格となり、目
標とする特性の鋼板が得られている。一方、成分または製造方法が本発明の範囲外である
のＮｏ．１１～２０及び３１～４０は、いずれかの特性が不合格となっている。
【００５３】
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【表２】
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【表３】
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